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｜2024年度 (2025年3月期） の概況 
	 シャープ株式会社及び連結子会社

2024年度は「年間黒字必達」を目標に、全社を挙げて収益力の強化に取り組みました。この結果、ブランド事業は二桁の増収増益を達成し、デバイス事業

もディスプレイ事業の構造改革の進展により営業赤字が大幅に縮小、全社トータルでは、売上高が前年対比で減少したものの、営業利益、経常利益、親会社株

主に帰属する当期純利益はいずれも大きく改善し、黒字化しました。さらに、売上高及び各利益ともに公表値を上回りました。

　売上高は、スマートライフ＆エナジー、スマートオフィス、ユニバーサルネットワークのブランド事業3セグメントの売上が伸長した一方、ディスプレイデバイス、

エレクトロニックデバイスのデバイス事業2セグメントの売上が減少し、2,160,146百万円（前年度比93.0％）となりました。

営業利益は、27,338百万円の利益（前年度は20,343百万円の営業損失）となりました。円安の影響がある中、欧州でのエネルギーソリューション事業終

息費用も発生したスマートライフ＆エナジー、顧客需要の変動が大きかったエレクトロニックデバイスは減益となりましたが、販売が大きく伸長したスマートオ

フィス、売上が伸長したことに加え一過性の収益も計上したユニバーサルネットワークが大幅な増益となりました。また、構造改革が進んだディスプレイデバ

イスでは、赤字幅が大幅に縮小しました。経常利益は、為替差損などを計上したものの営業利益が大幅に改善したことから、17,653百万円の利益（前年度は

7,084百万円の経常損失）となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は、減損損失や事業構造改革費用を計上したものの、経常利益が改善したことや、

液晶パネル工場関連の資産売却や有価証券の売却を進めたことなどにより、36,095百万円の利益（前年度は149,980百万円の親会社株主に帰属する当

期純損失）と、3期ぶりに黒字化しました。

　また、2024年5月の中期経営方針で掲げた「デバイス事業のアセットライト化」についても、当初のスケジュールに沿って着実に実行することができ、ブ

ランド事業においても、低収益事業の構造改革に取り組むとともに、成長への布石を複数打つなど、再成長に向けた確かな基盤の構築が進展しました。

　なお、年間配当金につきましては、個別決算において繰越利益剰余金が欠損の状況であるため、無配とさせていただきました。

■	�ブランド事業は、3セグメント全てが増収とな

り、営業利益も、円安によるマイナス影響があ

る中、増益となる。デバイス事業は減収となっ

たものの、ディスプレイ事業の構造改革が進

み、営業赤字が大幅に縮小

■	�全社トータルの売上高は前年度を下回った

が、営業利益・経常利益・親会社株主に帰属す

る当期純利益はいずれも大きく改善し、黒字

化。売上高・各利益ともに公表値を上回る

■	�アセットライト化や2025年度以降に向けた

基盤の構築についても着実に進展

売上高 増減分析（セグメント別） 営業利益 増減分析（セグメント別） 営業利益 増減分析（要因別）
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• �売上高は、セグメント間の内部売上高または振替高を含んでおり、円グラフの売上高構成比は、 

これを基に算出したものです。

• �セグメント利益はセグメント間取引の調整前の金額です。

• �2023年度より、「スマートライフ」「8Kエコシステム」「ICT」「ディスプレイデバイス」及び「エレクト

ロニックデバイス」の5区分を、「スマートライフ＆エナジー」「スマートオフィス」「ユニバーサルネッ

トワーク」「ディスプレイデバイス」及び「エレクトロニックデバイス」の5区分に変更しています。これ

に伴い、2022年度についても、変更後のセグメント区分に基づき表示しています。

• �2024年度の中間連結期間より、組織変更に伴い、従来「エレクトロニックデバイス」に含めてい

たシャープセミコンダクターイノベーション（株）を、「スマートライフ＆エナジー」に含めて表示して

います。これに伴い、2023年度についても、変更後のセグメント区分に基づき表示しています。

2022年度については、変更前の区分で表示しています。

• �2025年度より、報告セグメントは、「スマートライフ＆エナジー」「スマートオフィス」「ユニバーサル 

ネットワーク」「ディスプレイデバイス」及び「エレクトロニックデバイス」の5区分を、「スマート 

ライフ」、「スマートワークプレイス」、「ディスプレイデバイス」の3区分に変更しています。なお、事業

譲渡とした「エレクトロニックデバイス」、及びパネル事業が終息した堺ディスプレイプロダクト（株）

は、報告セグメントの対象外とし、「その他」に一括表示しています。

売上高 （十億円）

売上高 （十億円）

冷蔵庫、過熱水蒸気オーブン、電子レンジ、小型調理機器、エアコン、洗濯機、掃除機、空気清浄機、扇風機、除湿機、電気暖房機器、 

プラズマクラスターイオン発生機、理美容機器、LED照明、電卓、電話機、ネットワーク制御ユニット、太陽電池、蓄電池、マスク、センサ 

モジュール、オプトセンサ、オプトデバイス、CMOSイメージセンサ等

デジタル複合機、インフォメーションディスプレイ、業務プロジェクター、POSシステム機器、各種オプション・消耗品、オフィス関連ソ

リューション・サービス、各種ソフトウエア、パソコン等

テレビ、ブルーレイディスクレコーダー、オーディオ、携帯電話機・スマートフォン、タブレット端末、ルーター、車載ワイヤレス機器等

白物家電事業は、高付加価値

化の進展によりASEANの冷蔵

庫や洗濯機の売上が伸長した

ほか、欧米の調理家電なども好

調で、増収となりました。エネル

ギーソリューション事業は、欧州

での事業を終息した影響もあり

減収となりました。

高付加価値化を進めるととも

に、コストダウンにも取り組みま

したが、円安によるマイナス影響

が大きかったこと、欧州のエネ

ルギーソリューション事業終息

に伴う費用が発生したことなど

から、減益となりました。

売上高 （十億円） セグメント利益 （十億円）

PC事業は、Windows10のサ

ポート終了に伴う特需があるな

か、国内の法人向けプレミアム

モデルが好調で増収となりま

した。ビジネスソリューション事

業も、日本や米州のオフィスソ

リューションや、欧州のインフォ

メーションディスプレイが伸長し

増収となりました。

増収となったことや、PC事業で

高付加価値化が進展したほか、

インフォメーションディスプレイ

の構造改革の効果が出たことに

より、増益となりました。

売上高 （十億円） セグメント利益（十億円）

セグメント別売上高・セグメント利益セグメント別売上高・セグメント利益

通信事業は、新製品の販売が好

調で大幅な増収になりました。

テレビ事業も、海外での売上が

伸長し増収となりました。

増収になったことや、テレビ事

業で高付加価値化・コスト競争

力強化が進展したことに加え、

通信事業で一過性の収益を計上

したこともあり、大幅な増益と

なりました。

売上高 （十億円） セグメント利益（十億円）
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ディスプレイモジュール、車載カメラ等

XR向けパネルは増収、車載向け

パネルの売上はほぼ前年度並み

となったものの、堺ディスプレイ

プロダクト（株）での生産を停止

した大型ディスプレイのほか、ス

マートフォン向けやPC・タブレッ

ト向けパネルの販売が減少し減

収となりました。

減収となったものの、構造改

革を推進した効果があり、大型

ディスプレイ事業、中小型ディス

プレイ事業とも赤字幅が大幅に

縮小しました。

車載用や加工用の半導体レー

ザーの売上は大きく伸長しまし

たが、センサーモジュールの顧

客需要が変動した影響があり、

減収となりました。

経費削減に取り組んだものの、

販売が減少したことなどにより、

減益となりました。

セグメント利益（十億円）

セグメント利益（十億円）
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